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下水道分野における国際協力活動推進会議の設立について（案）

＜背景と目的＞

○安全な飲み水や適正な衛生施設にアクセスできない人々がそれぞれ全世界の

， も存在するとともに、安全な飲み水や適正な衛生施設にアクセスが1/5 2/5
ないがために毎年 万人の乳幼児が命を失っており、世界的に深刻な状180
況にある。 年 月のニューヨークでの国連ミレニアム・サミットを契2000 9
機にとりまとめられたミレニアム開発目標（ ）では 「 年までにMDGs 2015、

安全な飲料水及び衛生施設を継続的に利用できない人々の割合を半減する」

ことが目標とされている。

○また、気候変動に関する政府間パネル（ ）の第４次評価報告書に述べIPCC
られている通り、地球温暖化による気候変動は水不足や水害リスクの増大な

ど深刻な影響を与えるものと懸念されており、世界的に対策を強化する必要

がある。

2008 7 2009○特に 年は 国際衛生年 であるとともに 月に洞爺湖サミット「 」 、 、

年 月にはトルコ・イスタンブールで世界水フォーラムが開催されるなど、3
世界的な水と衛生の問題の解決や地球温暖化対策に向けた世界的な取組みの

機運が高まっており、我が国も積極的に貢献していく必要がある。

○下水道分野については、これまでもＯＤＡ等を通じて海外の下水道整備の推

進に貢献してきたが、計画・建設から管理・運営まで含めた一連のプロセス

や能力開発について、これまで以上に積極的に貢献していくことが求められ

ている。

○我が国は、地方公共団体や関係機関の努力により、戦後急ピッチで下水道整

備が進められ、日本の下水道処理人口普及率は７割を超えるに至った。この

ため、これらの団体には、整備から管理・運営に至る豊富な経験と技術が蓄

積されており、先進的で優れた技術を有している民間企業等と適切に役割分

、 。担・連携を図ることにより 国際協力活動が一層充実するものと考えられる

近年では、膜処理による下水処理水再利用システムや下水汚泥のエネルギー

化技術など先進的な技術が開発されており、将来の気候変動への対応での貢

献も期待されている。また、国際協力活動の充実が、国内での動きを活性化

させ、我が国の下水道の持続性の確保にもつながるものと期待される。

○このため、官民連携による国際協力活動のあり方及び具体的な方策につき、

幅広い分野の方々による議論を踏まえた検討を行うものである。

＜会議の構成＞

○会議には、これを主宰する座長を一名置くこととし、出席者の互選により選

任する 座長が何らかの理由により出席できない場合は 座長があらかじめ。（ 、

指名する者がその職務を代行する ）。

○出席者は、別途行う公募等を通じて随時追加等を行うことが可能である。

○会議の下に、事務局を設けることとし、これを日本下水道協会に置く。




